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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次 第１期 第２期

決算年月 2023年８月 2024年８月

売上高 （千円） 909 100,041

経常損失（△） （千円） △67,439 △292,513

当期純損失（△） （千円） △67,715 △91,248

資本金 （千円） 241,286 241,286

発行済株式総数 （株） 9,651 9,651

純資産額 （千円） 414,857 323,609

総資産額 （千円） 468,188 415,275

１株当たり純資産額 （円） 41,428.43 29,878.00

１株当たり配当額
（円）

－ －

（うち１株当たり中間配当額） (－) (－)

１株当たり当期純損失（△） （円） △9,145.70 △9,454.82

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 （円） － －

自己資本比率 （％） 88.60 77.93

自己資本利益率 （％） － －

株価収益率 （倍） － －

配当性向 （％） － －

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） △18,218 △60,256

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） － △83,241

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） 100,000 －

現金及び現金同等物の期末残高 （千円） 381,781 238,283

従業員数
（人）

5 5

（外、平均臨時雇用者数） （－） （－）

株主総利回り （％） － －

（比較指標：－） （％） （－） （－）

最高株価 （円） － －

最低株価 （円） － －

（注）１．１株当たり配当額及び配当性向については、配当をしていないため記載しておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

３．自己資本利益率については、当期純損失のため記載しておりません。

４．株価収益率、株主総利回り、比較指標、最高株価及び最低株価については、当社株式は非上場であるため記載

しておりません。
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２【沿革】

　前橋市は2016年に「めぶく。」というビジョンを掲げ、市民参画による官民共創のまちづくりを進めてまいりまし

た。当社は、より安心で利便性の高い市民サービス実現に向け、個人向けデジタルＩＤである「めぶくＩＤ」や様々

な組織で保有されるデータを本人合意のもとで安全にデータを連携させるシステムである「データ連携基盤」を提供

し、様々な公益・準公共・民間サービスを支援・提供することを目的に2022年10月に設立されました。

年月 概要

2022年10月 群馬県前橋市に当社を設立（資本金150,000,000円）

 
 

３【事業の内容】

　当社は、めぶくＩＤの発行、データ連携基盤の開発・管理・運用を主要な事業としつつ、市民の暮らし全般のＤＸ

（デジタル・トランスフォーメーション）を推進する事業を展開いたします。

 

　当社の事業の概要は以下のとおりです。

 

①　めぶくＩＤ発行

　めぶくＩＤとは、マイナンバーカードに搭載される署名用電子証明書にかかる電子署名により本人確認（以下、

「マイナンバーカードによる本人確認」という）を実施した上で、スマートフォン上に電子署名法に基づく認定を

取得した特定認証業務により発行する電子証明書（以下、「電子署名法の認定証明書」という）等を発行する仕組

みによって当社が提供するデジタルＩＤのことです。

 

②　データ連携基盤の開発・管理・運用

　国、地方自治体、公共施設、企業、学校、その他の団体や組織が保有する本人に関するデータを、本人の意志に

より引き出し、本人の意志により結合することを実現・提供するシステム（データ連携基盤）の開発・管理・運用

を行います。

 

③　めぶくＩＤを利用したアプリケーションサービスの開発・管理・運用

　めぶくＩＤは、公的なサービス（行政手続きなど）と民間サービスの両方をスマートフォンで利用することがで

きるデジタルＩＤであり、そのＩＤを利用したアプリケーションサービスの開発・管理・運用を行います。

 

当社の事業系統図は以下のとおりです。
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４【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000

Ａ種株式 10,000

計 70,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数（株）

（2024年８月31日）

提出日現在
発行数（株）

（2024年11月28日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 7,900 7,900 非上場，非登録

完全議決権株式であり、権利

内容に何ら限定のない当社に

おける標準となる株式であり

ます。

（注）１、２

Ａ種株式 1,751 1,751 非上場，非登録 （注）１、２、３、４

計 9,651 9,651 ― ―

（注）１．株式の譲渡制限に関する規定は次のとおりです。

当社の株式を譲渡により取得するには、取締役会の承認を受けなければならない旨の定めを設けております。

２．当社は単元株制度を採用しておりません。

３．当社は、普通株式のほかに、Ａ種株式についての定款の定めを置いております。

Ａ種株式の内容は、以下のとおりです。

(1）剰余金の配当

Ａ種株式を有する株主（以下「Ａ種株主」という。）及びＡ種株式の登録株式質権者（Ａ種株主と併せ

て、以下「Ａ種株主等」という。）に対しては、剰余金の配当は行わない。

(2）残余財産の分配

当社は、残余財産を分配するときは、普通株式を有する株主及び普通株式の登録株式質権者に対する分配

に優先して、Ａ種株主等に対し、Ａ種株式１株につき、Ａ種株式１株当たりの払込金額相当額の金銭を支

払う。Ａ種株主等に対しては、本号に定めるほか、残余財産の分配は行わない。

(3）議決権

Ａ種株主は、普通株式を有する株主と同様に、株主総会において１株につき１個の議決権を有する。

(4）種類株主総会の決議を必要とする事項

以下の事項については、Ａ種株主を構成員とする種類株主総会の決議があることを必要とする。

（ア）定款の変更

（イ）解散、清算又は倒産手続等の開始の申立て

（ウ）合併、株式交換、株式移転、会社分割、事業の全部若しくは重要な一部の譲渡、他の会社の事業の全

部若しくは重要な一部の譲受け

４．Ａ種株式発行済株式数のうち、1,651株は現物出資（ソフトウエア82,573千円）によるものです。

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額（千円）

資本準備金　
残高（千円）

2022年10月６日

（注１）
6,000 6,000 150,000 150,000 150,000 150,000

2023年２月16日

（注２）
2,000 8,000 50,000 200,000 50,000 200,000

2023年７月21日

（注３）
1,651 9,651 41,286 241,286 41,286 241,286

　（注）１．当社の設立による出資金の払込であります。

２．第三者割当増資

発行価格       50,000円

資本金組入額   25,000円

３．第三者割当増資（現物出資）

発行総額       82,573千円

資本金組入総額 41,286千円

 

 

（５）【所有者別状況】

普通株式

2024年８月31日現在
 

区分

株式の状況
単元未満株
式の状況

（株）
政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 3 － 53 － － － 56 －

所有株式数

（株）
－ 900 － 7,000 － － － 7,900 －

所有株式数の割合

（％）
－ 11.4 － 88.6 － － － 100.0 －

 

Ａ種株式

2024年８月31日現在
 

区分

株式の状況
単元未満株
式の状況

（株）
政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） 1 － － － － － － 1 －

所有株式数

（株）
1,751 － － － － － － 1,751 －

所有株式数の割合

（％）
100.0 － － － － － － 100.0 －
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（６）【大株主の状況】

  2024年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合（％）

前橋市 群馬県前橋市大手町二丁目12番１号 1,751 18.1

カネコ種苗株式会社 群馬県前橋市古市町一丁目50番地12 1,000 10.4

株式会社コシダカホールディングス 群馬県前橋市大友町一丁目５番地１ 1,000 10.4

株式会社ジンズホールディングス 群馬県前橋市川原町二丁目26番地４ 1,000 10.4

日本通信株式会社 東京都港区虎ノ門四丁目１番28号 1,000 10.4

株式会社ヤマト 群馬県前橋市古市町118番地 1,000 10.4

株式会社群馬銀行 群馬県前橋市元総社町194番地 300 3.1

しののめ信用金庫 群馬県富岡市富岡1123番地 300 3.1

株式会社東和銀行 群馬県前橋市本町二丁目12番６号 300 3.1

計 － 7,651 79.3

（注）Ａ種株式は、前橋市が100％所有しております。

 

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2024年８月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ―

完全議決権株式（その他）

普通株式

7,900
7,900

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら限

定のない当社における

標準となる株式であり

ます。

Ａ種株式

1,751
1,751 （注）

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 9,651 ― ―

総株主の議決権 ― 9,651 ―

（注）Ａ種株式の内容は、「４.株式等の状況（1）株式の総数等②発行済株式（注）３」に記載のとおりです。

 

 

②【自己株式等】

該当事項はありません。
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５【配当政策】

　当社は、2022年10月に設立され、めぶくＩＤ発行事業及びデータ連携基盤の管理事業を中心に事業を展開しており

ます。株主に対する利益還元策としては、一般的には、配当、自社株式の取得、株主優待制度の導入等が実施されて

いますが、現時点で当社は事業の立ち上げ過程にあり、事業活動から生み出される利益は、再投資を行い、事業機会

を的確に捉え、事業活動をもって地域経済に還元することが株主の期待に応えるものと認識しております。そのた

め、少なくとも現時点では、一般的な利益還元策である配当、自社株式の取得、株主優待制度等を実施する計画はあ

りません。

　剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　後者につきましては「取締役会の決議により、毎年２月末日を基準日として中間配当を行うことができる」旨を定

款に定めております。

 

 

６【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

2024年８月31日現在
 

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

5 － － －

（注）１．従業員は、すべて他社から当社への出向者であることから、平均年齢、平均勤続年数及び平均年間給与は記載

しておりません。

２．当社の事業は単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

 

(2）労働組合の状況

労働組合は結成されていませんが、労使関係は円満に推移しています。

 

(3）管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異

　当社は、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）及び「育児休業、介護

休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規定による公表義務の対

象ではないため、記載を省略しております。
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７【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、コーポレート・ガバナンスの充実を重要な経営課題と位置付け、法令遵守・企業倫理の徹底、的確か

つ迅速な意思決定、効率的な業務執行、監査・監督機能の強化を図るための体制・施策の強化に努めておりま

す。

 

②会社の機関の内容、内部統制システムの整備状況及びリスク管理体制の整備状況

　取締役会は、取締役10名で構成されており、随時必要に応じて開催され、重要な業務執行について審議・決定

するとともに、取締役から定期的に、また必要に応じて職務執行の状況の報告を受けること等により、取締役の

職務執行を監督しております。

　監査等委員である取締役は３名選任しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

　監査等委員は、取締役会その他の重要な会議への出席、取締役の職務執行状況の報告聴取並びに本社における

業務及び財産の状況の調査等により、厳正な監査を実施するほか、定期的に開催される取締役とのミーティング

等を通じて意思疎通を図ることとしております。

 

　内部統制システムは、当社取締役会において内部統制システム基本方針を決議し、それに従い、内部統制シス

テムの整備、運用及び改善に努めることとしております。

 

　また、法令などの遵守徹底、業務の有効性・効率性の向上など、会社業務の適正を確保するため、体制を整

備・運用するとともに適宜評価し、改善に取り組んでおります。

 

③役員等賠償責任保険契約の内容の概要

　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しておりま

す。その契約の内容の概要は、被保険者が会社の役員としての業務につき行った行為に起因して、保険期間中に

損害賠償請求がなされた場合に係る損害賠償金及び争訟費用等を填補するものです。また、保険料は当社が全額

を負担しております。ただし、被保険者が法令に違反することを認識しながら行った行為に起因する損害は填補

されないなど、一定の免責事由があります。

 

④役員報酬の内容

　当社は、役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針を定め、当社の役員報酬等の総額は、株主総

会で承認しております。承認された報酬等の総額の範囲内において、業績や経営内容等を考慮し、取締役の報酬

については取締役会の決議により、監査等委員である取締役の報酬については、監査等委員である取締役の協議

により決定いたします。

 

⑤取締役の定数又は取締役の資格制限

　当社は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）を５名以上９名以下、監査等委員である取締役を４名以

下とする旨を定款に定めております。

 

⑥取締役の選解任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、監査等委員である取締役とそれ以外の取締役とを区別して、株主総会に

おいて、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半

数の決議によって選任する旨を定めております。また、取締役の選任決議は累積投票によらない旨も定款に定め

ております。

 

⑦取締役会として決議できることとした株主総会決議事項

　当社は、中間配当について、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年２月末日を基

準日として、中間配当をすることができる旨を定款に定めております。これは株主への機動的な利益還元を行う

ことを目的とするものであります。

 

⑧会社と特定の株主との間の利益相反取引に関する事項

　当社株主の日本通信株式会社との取引等につきましては、当該取引が当社ステークホルダーの利益を害するこ

とを防止するため、取引開始にあたり、あらかじめ取締役会に付議し、その承認を得て実行するものとします。

この場合、利益相反に関わる取締役は取締役会の審議には参加しないものとします。
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⑨株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項の定めによる決議につきましては、議決権を行使できる株主の議決権の３分の

１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。これは株主

総会を円滑に運営するためであります。

 

⑩種類株式の発行

当社は、種類株式の発行会社であり、普通株式のほか、Ａ種株式を発行しております。Ａ種株式の詳細につきま

しては、「第１　企業の概況　４　株式等の状況　（１）株式の総数等　②発行済株式」の記載を参照下さい。

 

⑪取締役会の活動状況

　当社の取締役会は、社外取締役が過半数を占めており（当事業年度末時点において、当社取締役11名のうち、

７名が社外取締役です）、社外取締役の忌憚のない質問、指摘及び助言により、議論の実質が確保された有益な

ものとなっております。

　当社は、当事業年度において取締役会を13回開催しており、各取締役の出席状況は次のとおりです。

 

役職名 氏名
出席回数

（全13回）
出席率

取締役会議長 曽我 孝之 13 100％

代表取締役会長 磯俣 克平 1 100％

代表取締役社長 木暮 正樹 10 100％

社外取締役 大森 昭生 10 77％

社外取締役 國領 二郎 11 85％

社外取締役 田中 仁 9 69％

取締役 谷川 淳司 12 92％

社外取締役 福田 尚久 12 92％

監査等委員（社外取締役） 鏡山 英男 13 100％

監査等委員（社外取締役） 結城 恵 11 85％

監査等委員（社外取締役） 横山 慶一 12 92％

(注)１．代表取締役会長磯俣克平は、2024年８月28日開催の臨時株主総会で選任されたため、

就任後開催された取締役会（１回）の出席回数及び出席率を記載しております。

２．代表取締役社長木暮正樹は、2023年11月28日開催の第１回定時株主総会で選任されたため、

就任後開催された取締役会（10回）の出席回数及び出席率を記載しております。

 

　また、当事業年度に開催した取締役会における主な具体的な検討内容として、事業報告及び

計算書類等の承認、定時株主総会の招集決定・提出議案の審議及び承認等を行っております。
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（２）【役員の状況】

①　役員一覧

男性９名、女性１名（役員のうち女性の比率10.0％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有

株式数
（株）

取締役会議長
大森　昭生

（注）１

1968年

10月６日

1996年４月　共愛学園女子短期大学専任講師
1999年４月　共愛学園前橋国際大学専任講師
2003年４月　同大学助教授
2003年４月　同大学国際社会学部長
2013年４月　同大学副学長
2016年４月　同大学学長（現任）
2016年４月　学校法人共愛学園理事（現任）
2019年４月　学校法人東北学院評議員（現任）
2021年４月　共愛学園前橋国際大学短期大学部学長を兼務（現任）

2022年10月　当社取締役

2024年11月　当社取締役会議長（現任）

(注)２ ―

代表取締役

会長
磯俣　克平

1959年

３月９日

1983年10月　等松青木監査法人(現 有限責任監査法人トーマツ)入所

1987年８月　公認会計士登録
1991年９月　Deloitte & Touche ヒューストン事務所駐在

2000年９月　監査法人トーマツ資源・エネルギーグループリーダー
2006年９月　Deloitte Touche Tohmatsu Energy & Resources Group

　　　　　　Asia Pacific Leader(2011年12月まで)

2010年11月　トーマツベンチャーサポート株式会社 代表取締役(2015年3月まで)

2013年10月　有限責任監査法人トーマツ 執行役 西日本エリア統括

2017年６月　有限責任監査法人トーマツ 包括代表補佐(2018年5月まで)

2018年11月　デロイトトーマツ合同会社・有限責任監査法人トーマツ
　　　　　　ボード副議長(2022年7月まで)
2022年４月　学校法人西南学院理事（現任）
2024年６月　デロイトトーマツ合同会社・有限責任監査法人トーマツ退所
2024年７月　磯俣公認会計士事務所　代表（現任)
2024年８月　当社代表取締役会長（現任)
2024年10月　my FinTech株式会社　社外取締役（現任）

(注)２ ―

代表取締役

社長
木暮　正樹

1962年

６月18日

1985年７月　株式会社群馬データベースシステム設立、取締役
1987年３月　ヒューマンネットワーク株式会社設立、代表取締役
1987年３月　東京大学　教育学部卒業
1988年11月　株式会社大洋データベースシステム　専務取締役
1994年３月　ヒューマンネットワーク株式会社　代表取締役（現任)
2004年９月　株式会社レゾナ　取締役
2013年６月　株式会社リネイル　執行役員（現任)

2023年11月　当社代表取締役社長（現任)

(注)２ ―

取締役
國領　二郎

（注）１

1959年

７月19日

1982年４月　日本電信電話公社（現　日本電信電話株式会社）入社
1992年６月　ハーバード大学経営学博士
1993年４月　慶應義塾大学大学院経営管理研究科助教授
2000年４月　同大学大学院経営管理研究科教授
2003年４月　慶應義塾大学環境情報学部教授
2005年５月　同大学ＳＦＣ研究所長
2006年４月　同大学総合政策学部教授（現任）
2009年４月　同大学総合政策学部長
2013年５月　慶應義塾常任理事
2017年11月　株式会社ジンズホールディングス　社外取締役就任（現任）
2019年５月　一般社団法人ユニバーサルメニュー普及協会代表理事（現任）
2019年７月　クオン株式会社　社外取締役（現任）
2022年８月　株式会社Hacobu　社外取締役（現任）

2022年10月　当社取締役（現任）

(注)２ ―
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有

株式数
（株）

取締役
田中　仁

（注）１

1963年

１月25日

1981年４月　前橋信用金庫（現　しののめ信用金庫）入庫
1986年４月　株式会社スタジオクリップ入社
1987年４月　個人にて服飾雑貨製造卸業のジンプロダクツを創業
1988年７月　有限会社ジェイアイエヌ（現　株式会社ジンズホールディンス）
　　　　　　を設立、代表取締役ＣＥＯ（現任）
2011年６月　株式会社ブランドニューデイ　代表取締役ＣＥＯ
2012年９月　吉姿商貿（瀋陽）有限公司　董事長
2013年２月　睛姿商貿（上海）有限公司（現　睛姿（上海）企業管理有限司）
　　　　　　董事長（現任）
2013年２月　睛姿美視商貿（北京）有限公司　董事長
2013年12月　JINS US Holdings,Inc.ＣＥＯ（現任）

2015年６月　台灣睛姿股份有限公司　董事
2015年６月　オイシックス株式会社（現　オイシックス・ラ・大地株式会社）
　　　　　　社外取締役（現任）
2018年５月　株式会社ジンズジャパン（現　株式会社ジンズ）代表取締役ＣＥＯ
2018年12月　株式会社Think Lab　代表取締役ＣＥＯ

2018年12月　台灣睛姿股份有限公司　董事長（現任）
2021年６月　日本通信株式会社　社外取締役（現任）
2022年10月　当社取締役（現任）

2023年12月　株式会社ジンズ　取締役（現任）

(注)２ ―

取締役

Chief

Creative

Officer

谷川　淳司
1965年

７月17日

2002年10月　ジェイ・ティー・キュー株式会社設立、代表取締役（現任）
2016年８月　カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社　取締役
2017年４月　ＣＣＣクリエイティブ株式会社ＣＥＯ
2018年３月　一般社団法人Media Ambition Tokyo　代表理事（現任）

2019年４月　ＣＣＣマーケティングホールディングス株式会社　取締役ＣＣＯ
2020年11月　一般社団法人dialogue　副代表理事（現任）
2021年７月　一般社団法人ＡｉＣＴコンソーシアム顧問（現任）
2022年４月　デジタルハリウッド大学大学院　専任教授
2022年10月　当社取締役（現任）

2024年４月　デジタルハリウッド大学大学院　特任教授（現任）

(注)２ ―

取締役
福田　尚久

（注）１

1962年

７月21日

1982年11月　前橋ランゲージアカデミー入社
1985年７月　株式会社群馬データベースシステム設立　代表取締役社長
1986年３月　東京大学　文学部卒業
1992年６月　ダートマス大学経営大学院(MBA)修了
1992年７月　アンダーセンコンサルティング（現　アクセンチュア）入社
1993年９月　アップルコンピュータ（現　Apple Japan合同会社）入社

1997年11月　同社事業推進本部長
1999年12月　同社マーケティング本部長
2001年６月　アップルコンピュータ（現　アップル）本社（米国）副社長
2002年４月　日本通信株式会社上席執行役員
2004年６月　同社取締役
2004年７月　同社ＣＦＯ
2006年６月　同社常務取締役
2010年３月　同社代表取締役専務
2012年６月　同社代表取締役副社長
2015年６月　同社代表取締役社長（現任）
2018年11月　my FinTech株式会社　代表取締役社長

2021年４月　公立大学法人前橋工科大学理事長（非常勤）（現任）
2022年10月　当社取締役（現任）
2024年４月　my FinTech株式会社　代表取締役会長（現任）

(注)２ ―
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有

株式数
（株）

取締役

(監査等委員)

鏡山　英男

（注）１

1971年

12月13日

1994年４月　株式会社第一勧業銀行(現 株式会社みずほ銀行)入行

2005年１月　株式会社産業再生機構入社
2007年４月　株式会社経営共創基盤入社
2021年２月　ぐんま地域共創パートナーズ株式会社　相談役
2021年４月　同社代表取締役社長（現任）
2022年８月　かんとうYAWARAGIエネルギー株式会社　代表取締役会長
2022年10月　当社取締役監査等委員（現任）

2023年３月　かんとうYAWARAGIエネルギー株式会社　取締役会長（現任）

(注)３ ―

取締役

(監査等委員)

結城　恵

（注）１

1961年

１月15日

1996年４月　群馬大学教育学部講師
1998年２月　同大学教育学部助教授
2007年４月　同大学教育学部准教授
2009年４月　同大学教育学部教授
2012年６月　同大学大学教育・学生支援機構大学教育センター教授（現任）
2013年４月　東京大学教育学研究科客員教授
2018年４月　群馬大学社会情報学研究科(兼担)教授
2021年４月　同大学情報学部(兼担)教授（現任）
2022年４月　同大学キャリアサポート室　室長（現任）
2022年10月　当社取締役監査等委員（現任）
2023年６月　公益財団法人博報堂教育財団評議員（現任）

2024年４月　群馬大学学生支援センター　センター長（現任）

(注)３ ―

取締役

(監査等委員)

横山　慶一

（注）１

1970年

７月14日

1999年４月　弁護士登録
2005年６月　かんら信用金庫(現 しののめ信用金庫)非常勤理事

2012年６月　同社常務理事
2013年６月　同社専務理事
2016年６月　しののめ信用金庫　理事長（現任）

2022年10月　当社取締役監査等委員（現任）

(注)３ ―

計 ―

（注）１．取締役大森昭生、國領二郎、田中仁、福田尚久、鏡山英男、結城恵及び横山慶一は、社外取締役であります。

２．監査等委員以外の取締役の任期は、2024年11月27日開催の定時株主総会の終結の時から１年以内に終了する事

　　業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結時までであります。

３．監査等委員である取締役の任期は、2024年11月27日開催の定時株主総会の終結の時から２年以内に終了する事

　　業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結時までであります。

 

②社外役員の状況

　当社の社外取締役を７名選任しております。社外取締役は、経営に対する監視、監督機能を担っており、当社

との間には人的関係、資本的関係、または、取引関係その他の利害関係はありません。
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（３）【監査の状況】

①監査等委員会監査の状況

ａ．監査等委員会の組織、人員及び手続

　当社は、独立役員である監査等委員３名で監査等委員会を構成しております。監査等委員会は監査等委員会

で決定された監査基準、監査方針、監査計画及び監査の方法等に従い監査業務を行う方針であります。

　監査等委員会における具体的な検討内容は、監査計画の立案、監査結果の共有、会計監査人の選任などであ

ります。

　監査等委員は取締役会のほか、重要な会議に出席し、必要に応じて意見を述べる等、取締役の業務執行を監

視できる体制となっています。

 

ｂ．監査等委員会の活動状況

当社は、当事業年度において監査等委員会を12回開催しており、各監査等委員の出席状況は次のとおりです。

役職名 氏名
出席回数

（全12回）
出席率

監査等委員（社外取締役） 　鏡山　英男 11 92％

監査等委員（社外取締役） 　結城　恵 10 83％

監査等委員（社外取締役） 　横山　慶一 12 100％

 

　また、当事業年度に開催した監査等委員会における具体的な検討内容としては、取締役会等における取締役

の報告及び意思決定プロセスと決定内容の適法性及び妥当性、会計監査人の監査の方法及び結果の妥当性、監

査報告の提出等を行っております。

 

②内部監査の状況

　当社は、内部監査組織を設置し、代表取締役社長のもと業務遂行状況の監査を実施し、その結果を代表取締役

社長等に報告することとしております。内部監査責任者は、随時監査等委員または会計監査人と連絡・調整をし

て効率的な監査を実施しております。

 

③会計監査の状況

ａ．監査法人の名称

城南監査法人

 

ｂ．継続監査期間

２年間

 

ｃ．業務を執行した公認会計士

山野井　俊明

坂口　　洋二

 

ｄ．監査業務に係る補助者の構成

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士２名、他１名です。

 

ｅ．監査法人の選定方針と理由

　当社は、会計監査人の選定については、その独立性・専門性等を総合的に評価し、選定しております。

 

ｆ．監査等委員会による監査法人の評価

　上記の方針に基づいた協議が行われ、当社の事業規模及び一般的な相場から鑑みて妥当なものと判断したこ

とにより同意する方針としております。当該評価の結果、監査等委員会は、城南監査法人の独立性、品質管理

体制、監査の実施体制、監査報酬額、監査等委員との意思疎通等の点において、特段の問題は認められないも

のと判断しています。
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④　監査報酬の内容等

ａ．監査公認会計士等に対する報酬

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

2,250 － 3,000 －

 

ｂ．監査公認会計士等と同一のネットワークに属する者に対する報酬（上記ａ．を除く）

該当事項はありません。

 

ｃ．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容（上記ａ．及び 上記ｂ．を除く）

該当事項はありません。

 

ｄ．監査報酬の決定方針

会社の規模・特性・監査日数等を勘案したうえで決定しています。

 

ｅ．監査等委員会が会計監査人の報酬等に同意した理由

　監査等委員会は、会計監査人の報酬見積りに関して取締役より必要な資料を入手したうえで、報酬見積り

額の算出根拠である監査項目の内容、監査時間等が適切であると認め、会計監査人の報酬等の額について同

意の判断をしました。

 

 

（４）【役員の報酬等】

　当社は非上場会社でありますので、記載すべき事項はありません。

　なお、役員報酬の内容につきましては、「７　コーポレート・ガバナンスの状況等　(1）コーポレート・ガ

バナンスの概要」に記載しております。

 

 

（５）【株式の保有状況】

　当社は非上場会社でありますので、該当事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

　当社の経営方針、経営環境及び対処すべき課題等は、以下のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

 

(1）経営の基本方針

　「一人ひとりがWell-Beingでいられる街」を目指すため、「共助型未来都市の実現」が必要と捉えております。

その実現に向け、「官」「民」共創でのまちづくりの課題を解決する官民連携法人「めぶくグラウンド」を設立し

ました。当社は、「誰一人取り残されることなく Well-Beingを享受することができる社会の実現」をミッション

として掲げ、その理念を具体とするために、人々が自らの意志で共助型未来都市であるデジタルグリーンシティを

創生することを支えることをビジョンとして事業を展開します。ゆえに当社は官民共創会社としての成り立ちを柱

とし、新しいまちづくりのあり方を提示するＩＤやデータ連携基盤の開発、提供、運用を行い、安全なデータの利

活用を通して、様々な公益サービス・準公共サービス・民間サービスを芽吹かせていきます。そこで得られる知見

や利益は、地域社会へ循環還元させ、持続可能なまちづくりを支え、次世代への継承を目指します。

 

(2）経営環境及び経営戦略

　当社は、一人ひとりがWell-Beingでいられる共助型未来都市の実現に向けた、「地域産業の基盤」を担い、まち

づくりにおける「既存事業ＤＸやスタートアップ・新事業創出のエコシステム」と「実装サービス・データ連携基

盤の横展開」の基盤と成ることを目指しております。その実現のための共助システムのひとつとして、めぶくＩＤ

の発行事業を担い、また、当社が発行しためぶくＩＤを通し、市民が本人に関するデータを、サービス事業者を選

択・限定して使用許諾（オプトイン）することにより、サービス提供者が個別最適化（パーソナライズ）したサー

ビスをレコメンド・提供できるようになります。

　当社では、めぶくＩＤの利活用にあたり、データ提供者の意志と利益を守ること使命とする「データガバナンス

委員会」を会社法にはない定款に規定する形で設置しております。データ利用者と提供者の利害や意志が相反する

場合は、データ提供者の利益を優先させる運用を徹底し、この原則下にデータの持ち寄りを促進し、社会的、経済

的な利得の拡大を志し、その果実を市民、事業者や地域プラットフォームを含むステークホルダーで適正に分け合

うことを保障します。なお、データガバナンス委員会は取締役である國領二郎をデータガバナンス委員会委員長と

する体制で運用を行っております。

 

(3）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当社が対処すべき主要な課題は、以下の項目と認識しております。

　なお、以下の記載のうち、将来に関する事項は、当事業年度末現在にて当社が判断したものです。

 

①人材の確保・育成について

　当社では、人材が重要な経営資源であると考えており、事業の拡大及び持続的な成長のために、高いスキルを

持った優秀な人材の確保と育成を継続し、組織体制を整備していくことが重要な課題として認識しております。

当社の経営理念に共感し、高い意欲を持った優秀な人材を採用していくために、積極的な採用活動を行っていく

とともに、社内のエンゲージメントを高め、社員が早期に活躍できる社内施策の整備や環境構築に努めてまいり

ます。

 

②内部管理体制の強化について

　当社は、比較的小規模な組織であるため、継続的な成長を実現できる企業体質を確立する必要があります。そ

のため、リスク管理や業務運営管理をはじめとする内部管理体制の強化が重要な課題であると認識しておりま

す。今後の企業規模拡大に備え、各部門の内部管理体制の整備と適切な運用を推進し、経営の公正性及び透明性

を確保するため、体制強化に取り組んでいます。

 

③新規めぶくＩＤ登録者、利用者の開拓について

　当社が発行しためぶくＩＤを通し、利用者が本人に関するデータを、サービス事業者を選択・限定して使用許

諾（オプトイン）することにより、サービス提供者が個別最適化（パーソナライズ）したサービスをレコメン

ド・提供できるようになります。今後、めぶくＩＤ登録者、利用者の開拓を実施し、サービス提供の最適化を目

指す方針です。
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④財務体質の強化について

　当社は、2022年10月に設立しており、今後、めぶくＩＤを活用した事業の開始及び事業領域の拡大を図ってい

く予定であるため、安定的な収益源を確保するまでの期間においては、必要に応じて適切な時期に資金調達等を

実施する予定であります。
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２【サステナビリティに関する考え方及び取組】

　当社のサステナビリティに関する考え方及び取組は、次の通りです。なお、文中の将来に関する事項は、当事業年

度末現在において当社が判断したものです。

 

基本的な考え方

当社は、誰一人取り残されることなくWell-Beingを享受することができる社会の実現のために存在し、この理念を

具体とするために、当社は、人々が自らの意志で共助型未来都市であるデジタルグリーンシティを創生することを支

える事業を展開します。ゆえに当社は官民共創会社としての成り立ちを柱とし、ＩＤやデータ連携基盤の開発、提

供、運用を行い、安全なデータの利活用を通して、様々な公益サービス・準公共サービス・民間サービスを芽吹か

せ、そこで得られる知見や利益は、地域社会へと循環還元させ、持続可能なまちづくりを支え、次世代への継承を目

指すことを当社の理念として事業を展開します。

そのため、当社は、持続可能な経営をするうえで、当社の企業活動が社会に与える影響を考慮し、長期的な視点を

持ったサステナビリティ経営に取り組むことは重要と認識しております。

 

(1）ガバナンス

　当社の取締役会は、重要な業務執行について審議・決定するとともに、取締役から定期的に、また必要に応じて

職務執行の状況の報告を受けること等により、取締役の職務執行を監督しております。また、監査等委員は、取締

役会その他の重要な会議への出席、取締役の職務執行状況の報告聴取並びに本社における業務の状況の調査等によ

り、厳正な監査を実施しております。当社の取締役会は、業務執行取締役から業務執行の状況の報告を受け、人的

資本・知的財産への投資をはじめとする経営資源の配分や事業ポートフォリオに関する戦略の実行が、当社の持続

的な成長に資するものであるのか、実効的に監督しています。

 

(2）戦略

　当社の重要な戦略については、「第２　事業の状況　１　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」をご参照

ください。

人材の育成に関する方針及び社内環境整備に関する方針

当社の従業員はすべて他社から当社への出向者であることから、記載事項はありません。

 

(3）リスク管理

　当社は、共助による豊かで人に優しい社会の構築に向けて、データを持ち寄って下さる個人、行政、企業、団体

の意思と利益を守ることを使命とし、データ利用者と提供者の利害や意思が相反する場合は、データ提供者の利益

を優先させる運用を会社に徹底させる、全社的な管理体制を構築することが重要であること踏まえ、「データガバ

ナンス委員会」を設置しています。「データガバナンス委員会」では、サステナビリティに関連するリスクを含

め、重要な企業リスクを管理した上で、事業活動等への影響が大きいリスクに関する全体の取組みを推進・サポー

トし、当該取組みの進捗のモニタリングを行っております。

　また、当社が認識する事業等のリスクに関する詳細は、「第２　事業の状況　３　事業等のリスク」をご参照く

ださい。

 

(4）指標及び目標

　当社は、サステナビリティ関連のリスク及び機会に関する当社の実績を長期的に評価、管理及び監視するために

用いられる指標及び目標は、特段設定しておりません。

　また、人材の育成に関する方針及び社内環境整備に関する方針に関する指標及び目標については、上記「（２）

戦略」において記載したとおり、人材の育成に関する方針及び社内環境整備に関する方針を作成していないため、

特段設定しておりません。
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３【事業等のリスク】

　当社の事業展開その他に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のよ

うなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであり、将来において発生の可

能性があるすベてのリスクを網羅するものではありません。

 

(1）当社サービスの市場性について

　当社は、市民生活の様々な場面におけるデジタル・サービスを支える技術基盤を提供することを主な事業として

2022年10月６日に設立されました。ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）化が叫ばれる中、当社サービス

は潜在的には大きな需要があると見込んでおります。当社設立から３年程度の期間では、当社サービスの市場性を

結果として示せるものと考えておりますが、想定通りに市場が拡大するとは限らず、売上成長できない可能性があ

ります。

 

(2）当社サービスに関わる法制度動向について

　当社サービスは、国が進めるマイナンバーカードとの連携を前提にした取り組みとしておりますが、マイナン

バーカードに関する法制度に関しては、多角的な修正が議論されており、修正内容によっては当社サービスに影響

を与える可能性があります。また、当社サービスは、電子署名法に基づき認定を取得した特定認証業務によって発

行される電子証明書を活用することを一つの特徴としており、電子署名法に修正が行われた場合には、何らかの影

響を受ける可能性があります。さらにデジタル化が進む中で期待されているものの一つにキャッシュレス化があり

ます。当社サービスはキャッシュレス決済の基盤を提供するものであるため、犯罪収益移転防止法の修正等によっ

て影響を受ける可能性があります。現時点において報道されている限り、マイナンバー法、電子署名法、犯罪収益

移転防止法のいずれにおいても、当社サービスにとっては好影響となる事項が多いですが、悪影響となる修正がな

された場合には、売上成長できない可能性があります。

 

(3）個人情報等の取り扱いについて

　当社サービスは、他のアプリケーション・サービス事業者にデジタル基盤を提供することにあります。アプリ

ケーション・サービス事業者は、個人利用者の個人情報を扱ったり、企業情報を扱ったりする場合がありますが、

それらの情報は当該アプリケーション・サービス事業者がデータ保管管理を行います（データの分散管理）。した

がいまして、当社のデジタルＩＤサービス及びデータ連携サービスにおいては、当社自体が個人情報や企業情報を

保管管理することはありません。ただし、当社自体がアプリケーション・サービス事業者としてサービス提供を行

うこともあり、その場合には当社が個人情報等を保管管理することになります。

　当社は、市民からの信頼を得て初めて事業展開を行うことができるという性格を持つため、当社が保管管理する

個人情報等、あるいはデジタルＩＤ及びデータ連携基盤を通る個人情報等が漏洩するなどの問題を発生させた場

合、当社の事業展開基盤が毀損するため、顧客基盤を失う、あるいは当社のデジタル基盤を使って顧客にアプリ

ケーション・サービスを提供する事業者を失うことにより、当社の売上及び収益に大きな影響を及ぼす可能性があ

ります。

　特に設立後まもない当社にとって、最初の３年間ほどの期間において大きな問題を生じさせた場合には、当社の

存続自体に影響を及ぼしうる可能性があります。

 

(4）資金繰りについて

　設立時の資本により、３年程度の期間の運転資金は確保していますが、当社の売上成長が想定を大きく下回った

場合、新たな資金調達を実施する必要が生じる可能性があります。また資金調達が必要なタイミングで資金調達が

できない可能性もあり、その場合には当社自体の存続に影響を及ぼす可能性があります。
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(5）システム障害について

　当社のシステムは、情報セキュリティ対策を施した上で信頼性の高い大手クラウド事業者が提供するクラウド上

に実装することを基本としています。しかしながら、クラウドの全部ないし一部に障害が発生した場合、あるいは

当社システムが障害を発生した場合には、当社サービスを提供できなくなる可能性があり、その場合、当社の売上

及び収益、さらには当社の信頼を毀損する可能性があります。

　なお、当社が提供するデジタルＩＤは、電子署名法に基づく認定を取得した特定認証業務により発行する電子証

明書を活用することを特徴としていますが、当該認証業務は、認定の要件通り２つのデータセンターに冗長化した

システムとして構築されています。したがって、可能性は低いながら、冗長化されたシステムが機能しなくなるよ

うな事態に陥った場合、当社サービスを提供することが困難となり、売上及び収益、さらには当社の信頼を毀損す

るなどの影響が生じる可能性があります。

 

(6）依存性の高いパートナー企業について

　当社はデジタルＩＤとデータ連携基盤の提供を事業の根幹に据えていますが、当社のデジタルＩＤである「めぶ

くＩＤ」は、電子署名法に基づき認定を取得した特定認証業務を提供するmy FinTech株式会社（本社：東京都虎ノ

門　代表者：代表取締役会長福田尚久（当社取締役））が当該業務により発行する電子証明書を活用することを特

徴としています。現時点において、電子署名法に基づき認定を取得した特定認証業務は10サービスに過ぎず、かつ

スマートフォンに電子証明書を搭載する方法はmy FinTech株式会社１社のみとなっており、代替事業者が存在して

いません。

　当社はmy FinTech株式会社と協調的な関係を構築しており、今後についてもその関係を維持することに努めます

が、仮にmy FinTech株式会社との間で同社が発行する電子証明書を活用するデジタルＩＤの発行及び使用が困難に

なった場合には、当社にとって極めて大きなマイナス影響が生じる可能性があります。

 

(7）当社株式の流動性及び配当について

　当社普通株式の譲渡は、当社定款の規定により、当社取締役会の承認を得る必要がありますので、流動性（換金

性）は極めて低くなっています。また当社は当面の間、配当を行う意図はありません。当社は事業の立ち上げ期に

あり、まずは収益基盤を築くことが求められていること、さらに収益基盤が築けた後も、利益を再投資することで

地域の発展に寄与することが、当社の事業価値の最大化につながると考えているからです。
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４【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績等の状況の概要

めぶくグラウンド株式会社（以下、「当社」という）は、街づくりの一環として、デジタル技術活用により
様々な社会課題等を解決し、社会・コミュニティにイノベーションをもたらすことができる安心・安全なデジタル
基盤を構築・提供しています。現時点において提供している具体的なサービスとしては、「めぶくＩＤ」、「めぶ
くデータ連携基盤」、「めぶくダイナミック・オプトイン」他があり、群馬県前橋市、北海道江別市、長崎県大村
市において提供しており、大阪府門真市においても提供が始まります。

 
デジタル技術の活用、ＤＸという言葉は、一般用語として定着した感がありますが、コスト削減、効率化、生

産性向上といった側面、すなわち企業や団体等にとってのメリット追求の側面が先行してしまっているという現状
があります。デジタルの本質は、市民一人ひとりの事情や状況に即した個別最適なサービスを提供することができ
るという点にありますが、この点が置き去りにされているため、市民一人ひとりがメリットを享受できていないの
が今日の日本の状況です。

 
以上の考えに基づき、当社は、市民一人ひとりの個人に属するデータを安全・確実に守りながら、同時に事業

者横断的なデータ連携を、ご本人の明示的な意思によってのみ実現するデジタル基盤を構築・提供しています。当
社の考え方、そして提供しているデジタル基盤に関しては、政府、多くの自治体、多くの大手企業、この分野の専
門の先生方から高いご評価をいただくところまで到達しました。これが設立からの２期における当社の事業実績で
す。

 
そして当社にとっての第３期のチャレンジは、当社が持つデジタル基盤を如何にして全国に広げていくかとい

う点にあります。当社はこの２年で、当社の考え及びデジタル基盤に賛同される様々なパートナー企業との関係を
構築いたしました。前橋市、江別市、大村市は、当社が直接サービス提供している事例ですが、来春までにサービ
ス開始する門真市は、当社株主のグループ企業が中核となって取り組んでいる案件です。まさにパートナー企業が
横展開を推進している事例となります。

 
今年2024年８月28日に臨時株主総会を開催し、同日開催の取締役会において、磯俣克平が代表取締役会長に就

任しました。当社会長は主に全国区での営業展開を直接担当し、パートナー企業による横展開を主導し、また側面
支援することで、当社デジタル基盤の全国に対するマーケティング活動を強力に進めてまいります。

 
一般的に新たなＩＴテクノロジーは、技術者および技術企業により慎重な評価プロセスが先行します。自分な

いし自社がこの技術に賭けて良いかどうかの見極めをするわけですから、慎重になるのは当然です。そしてこの段
階において評価が固まるとまずは技術的事例を作ります。この技術を使うと、こういうことができる、という事例
です。そしてこの事例を見た様々な事業者による注目が始まり、各社が製品・サービス開発を始め、そこから先は
等比級数的な成長が始まります。

 
以上の流れの中で当社は、技術者や技術企業から高い評価を受け、技術的事例を作った段階で、多くの事業者

が注目し始め、また製品・サービスの開発が始まった段階です。
 
2023年11月の定時株主総会そして同日の取締役会において木暮正樹が代表取締役社長に就任しましたが、今後

予見される当社デジタル基盤に対する等比級数的な需要の拡大に耐えうる技術及び組織体制の強化を進めてまいり
ます。

 
そして当社のデジタル基盤の成長に伴走する形で、当社はデータガバナンス体制を強化しています。当社定款

で定めているデータガバナンス委員会は、慶應大学教授國領二郎委員長のもと、消費者、事業者、行政、技術他の
観点から、恵まれた委員構成によって運営されています。市民一人ひとりの個人に属するデータを安全に守りなが
ら、個別最適なサービスを実現していくために、どのような技術、規則、体制他が必要なのかを議論し、当社は、
データガバナンス委員会の意見を最大限尊重しながら（正確に言えば、従いながら）、事業運営を行っています。

 
もう一つ、当社の大切な事業として、当社のデジタル基盤を活用して、街づくりに貢献できるサービス提供を

行っています。代表的なサービスとしては「めぶくPay」があります。これは全国200以上ある、いわゆる地域通貨
の最後発の一つですが、前橋市が持つデータとの連携により、自治体給付金を簡略な手続きで交付できるようにし
た全国初のサービスです。地域においてお金が循環すると言うあるべき姿に戻す取り組みです。当社は引き続き、
デジタル基盤を強化・成長させるとともに、地域における社会課題解決型のサービス提供を担ってまいります。

 

①経営成績の状況

当社は事業の立ち上げ期にあるため、当社の主力商品であるデジタルＩＤ（めぶくＩＤ）及びデータ連携基盤
の開発構築、及びデジタル基盤を活用したアプリケーション等の企画、提供、運用等に先行投資を行なっており、
経営成績としては現状を反映した結果となっております。

 

 

②　財政状態の状況

（資産）

　当事業年度末における流動資産は281百万円となり、前事業年度末に比べ113百万円減少しました。これは主に
現金及び預金の減少によるものです。また、固定資産は133百万円となり、前事業年度末に比べ60百万円増加し
ました。これは主に無形固定資産（ソフトウエア）の増加によるものです。
 
　この結果、総資産は415百万円となり、前事業年度末に比べ52百万円減少しました。

 

（負債）

　当事業年度末における流動負債は91百万円となり、前事業年度末に比べ38百万円増加しました。これは主に未
払金、預り金の増加によるものです。固定負債はありません。
 
　この結果、負債は91百万円となり、前事業年度末に比べ38百万円増加しました。

 

（純資産）

　当事業年度末における純資産は323百万円となり、前事業年度末に比べ91百万円減少しました。
 
　この結果、自己資本比率は77.93％となりました。
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③キャッシュ・フローの状況

　当事業年度における現金及び現金同等物の期末残高は238百万円となり、前事業年度末に比べ143百万円減少し

ました。

　各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは60百万円の支出となりました。

　これは主に税引前当期純損失が90百万円発生したためです。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは83百万円の支出となりました。

　これは主に無形固定資産（ソフトウエア）の取得による支出81百万円によるものです。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは該当する収支がありませんでした。

 
 

④　生産、受注及び販売の実績

ａ．生産実績

　該当事項はありません。

 

ｂ．受注実績

　該当事項はありません。

 

ｃ．販売実績

　当事業年度における販売実績は次のとおりです。

セグメントの名称
当事業年度

（自2023年９月１日
至2024年８月31日）

デジタル・サービス技術基盤（千円） 100,041

合計（千円） 100,041

(注)１．当社は設立日が2022年10月６日のため、前事業年度と当事業年度の対象期間が異なっております。このため、
　　　　前年同期比については記載しておりません。
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２．最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりです。

相手先

前事業年度
（自2022年10月６日
　至2023年８月31日）

当事業年度
（自2023年９月１日
　至2024年８月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

前橋市 ‐ ‐ 96,423 96.4

 

 

(2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

経営者の視点による当社の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

　　なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において判断したものであります。

 

　　①財政状態及び経営成績の状況に関する認識及び分析・検討状況

（a）経営成績

　　経営成績の状況の分析については、「第２　事業の状況　４　経営者による財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況の分析（１）経営成績等の状況の概要　①　経営成績の状況」をご参照ください。

 

(b) 財政状態

　　財政状態の状況の分析については、「第２　事業の状況　４　経営者による財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況の分析（１）経営成績等の状況の概要　②　財政状態の状況」をご参照ください。

 

（c）キャッシュ・フロー

キャッシュ・フローの状況の分析については、「第２　事業の状況　４　経営者による財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フローの状況の分析（１）経営成績等の状況の概要　③　キャッシュ・フローの状況」をご参照くだ

さい。

 

　　②資本の財源及び資金の流動性

　　当社の運転資金需要の主なものは、販売費及び一般管理費等の営業費用であります。運転資金及び設備投資の資

金調達については、自己資本を基本としております。
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５【経営上の重要な契約等】

(1）技術利用等を受けている契約

会社名 主な契約内容 契約期間

前橋市
前橋市暮らしテック推進事業及び関連アプリケーションサービ

スに関する協定書

2023年４月１日から

2028年３月31日まで

my FinTech株式会社

 

 

「めぶくＩＤ」の発行に関する権利・責任範囲等に関する覚書
2024年４月１日から

2025年３月31日まで

「電子認証技術全般に関わるセキュリティ技術（FPoS）」の

サービス利用に関する権利・責任範囲等に関する契約書

2024年４月23日から

2025年４月22日まで

 

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当事業年度における設備投資等の主な内訳は、デジタルＩＤ関連のソフトウエア79,883千円の取得であります。

　なお、当事業年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

 

２【主要な設備の状況】
  2024年8月31日現在

事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
（名）建物及び

構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
（面積㎡）

ソフトウ
エア

合計

本社
（群馬県前橋市）

デジタルＩＤ
関連

－ －
－
(－)

130,144 130,144 5

 

 

３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

事業所名
（所在地）

設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月 完了予定年月
完成後の増
加能力総額

（千円）
既支払額
（千円）

本社

（群馬県前橋市）

デジタルＩＤ

（めぶくＩＤ）

開発

150,000 91,286
増資資金によ

る充当
2023年２月 2025年１月 （注）

本社

（群馬県前橋市）

データ連携基盤

開発
110,000 66,943

増資資金によ

る充当
2023年２月 2025年１月 （注）

本社

（群馬県前橋市）

アプリケーショ

ン開発
80,000 48,685

増資資金によ

る充当
2023年２月 2025年１月 （注）

（注）完成後の増加能力については、計数的把握が困難であるため、記載を省略しております。

 

(2）重要な設備の除却等

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について
　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づい

て作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度（2023年９月１日から2024年８月31日ま

で）の財務諸表について、城南監査法人により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表について
　当社は、子会社がありませんので、連結財務諸表は作成しておりません。
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１【財務諸表】

（１）【貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

（2023年８月31日）
当事業年度

（2024年８月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 381,781 238,283

売掛金 - 5,623

未収入金 13,602 37,187

前渡金 242 -

前払費用 7 753

流動資産合計 395,633 281,848

固定資産   

有形固定資産   

建物 - 1,100

減価償却累計額 - △45

建物（純額） - 1,054

有形固定資産合計 - 1,054

無形固定資産   

ソフトウエア 72,555 130,144

ソフトウエア仮勘定 - 302

商標権 - 916

無形固定資産合計 72,555 131,363

投資その他の資産   

敷金 - 1,010

投資その他の資産合計 - 1,010

固定資産合計 72,555 133,427

資産合計 468,188 415,275

負債の部   

流動負債   

未払金 2,480 54,280

未払法人税等 2,286 1,647

前受金 41,120 220

預り金 283 412

株主からの預り金 - 35,105

未払費用 7,160 -

流動負債合計 53,331 91,666

負債合計 53,331 91,666

純資産の部   

株主資本   

資本金 241,286 241,286

資本剰余金   

資本準備金 241,286 241,286

資本剰余金合計 241,286 241,286

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △67,715 △158,963

利益剰余金合計 △67,715 △158,963

株主資本合計 414,857 323,609

純資産合計 414,857 323,609

負債純資産合計 468,188 415,275
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（２）【損益計算書】

  （単位：千円）

 
前事業年度

（自　2022年10月６日
至　2023年８月31日）

当事業年度
（自　2023年９月１日
至　2024年８月31日）

売上高 909 100,041

売上原価 21,014 345,940

売上総損失（△） △20,105 △245,899

販売費及び一般管理費 ※１ 47,335 ※１ 46,664

営業損失（△） △67,441 △292,564

営業外収益   

受取利息 2 23

その他 0 26

営業外収益合計 2 50

経常損失（△） △67,439 △292,513

特別利益   

補助金収入 - 201,600

特別利益合計 - 201,600

税引前当期純損失（△） △67,439 △90,913

法人税、住民税及び事業税 276 334

当期純損失（△） △67,715 △91,248

 

 

【売上原価明細書】

  
前事業年度

（自　2022年10月６日
至　2023年８月31日）

当事業年度
（自　2023年９月１日
至　2024年８月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

 システム運用保守費  18,503 88.0 159,222 46.0

 業務委託費  － － 156,382 45.2

 減価償却費  2,511 12.0 22,293 6.4

 その他  － － 8,042 2.3

             合計  21,014 100.0 345,940 100.0
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（３）【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2022年10月６日　至　2023年８月31日）

       （単位：千円）

 株主資本

純資産合計
 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計 
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰余金
利益剰余金合計

 繰越利益剰余金

当期首残高 150,000 150,000 150,000 － － 300,000 300,000

当期変動額        

新株の発行 91,286 91,286 91,286   182,572 182,572

当期純損失（△）    △67,715 △67,715 △67,715 △67,715

当期変動額合計 91,286 91,286 91,286 △67,715 △67,715 114,857 114,857

当期末残高 241,286 241,286 241,286 △67,715 △67,715 414,857 414,857

 

当事業年度（自　2023年９月１日　至　2024年８月31日）

       （単位：千円）

 株主資本

純資産合計
 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計 
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰余金
利益剰余金合計

 繰越利益剰余金

当期首残高 241,286 241,286 241,286 △67,715 △67,715 414,857 414,857

当期変動額        

当期純損失（△）    △91,248 △91,248 △91,248 △91,248

当期変動額合計 － － － △91,248 △91,248 △91,248 △91,248

当期末残高 241,286 241,286 241,286 △158,963 △158,963 323,609 323,609
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（４）【キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前事業年度

（自　2022年10月６日
至　2023年８月31日）

当事業年度
（自　2023年９月１日
至　2024年８月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純損失（△） △67,439 △90,913

減価償却費 2,511 22,368

受取利息 △2 △23

補助金収入 - △201,600

売上債権の増減額（△は増加） - △5,623

未収入金の増減額（△は増加） - △540

未収消費税等の増減額（△は増加） △13,602 △23,044

前払費用の増減額（△は増加） △7 △746

前渡金の増減額（△は増加） △242 242

未払金の増減額（△は減少） 2,480 51,800

未払費用の増減額（△は減少） 7,160 △7,160

未払法人税等（外形標準課税）の増減額（△は減少） 2,010 △697

前受金の増減額（△は減少） 41,120 △40,900

預り金の増減額（△は減少） 283 35,234

その他 7,506 0

小計 △18,220 △261,604

利息及び配当金の受取額 2 23

補助金の受取額 - 201,600

法人税等の支払額 - △276

営業活動によるキャッシュ・フロー △18,218 △60,256

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 - △1,100

無形固定資産の取得による支出 - △81,131

敷金及び保証金の差入による支出 - △1,010

投資活動によるキャッシュ・フロー - △83,241

財務活動によるキャッシュ・フロー   

株式の発行による収入 100,000 -

財務活動によるキャッシュ・フロー 100,000 -

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 81,781 △143,498

現金及び現金同等物の期首残高 300,000 381,781

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 381,781 ※１ 238,283
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．固定資産の減価償却の方法

 

有形固定資産
建物については定額法を採用しております。

 

無形固定資産

自社利用のソフトウエア　利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

 

２．収益及び費用の計上基準

　当社は約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で当該財又はサービスと交換に受けると見込

まれる金額で収益を認識しております。

 

３．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手元現金、随時引出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヵ月以内に満期日又は償還期限の到来する短期投資からなっております。

 

 

（貸借対照表関係）

該当事項はありません。

 

 

 

（損益計算書関係）

※１販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度30％、当事業年度32％、一般管理費に属する費用のおおよ

その割合は前事業年度70％、当事業年度68％であります。

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2022年10月６日
至　2023年８月31日）

当事業年度
（自　2023年９月１日
至　2024年８月31日）

支払報酬 21,748千円 8,912千円

広告宣伝費 13,914 15,031

役員報酬 － 12,260

減価償却費 － 75

業務委託費 4,183 －
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　2022年10月６日　至　2023年８月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式（注） 5,900 2,000 － 7,900

Ａ種株式（注） 100 1,651 － 1,751

合計 6,000 3,651 － 9,651

（注） ・2022年10月６日、当社設立にあたり、6,000株の新株式を発行いたしました。

 （設立時の出資金の払込。普通株式5,900株・Ａ種株式100株の発行。発行総額３億円）

  ・2023年２月16日、第三者割当による普通株式の発行により、2,000株の新株式を発行いたしました。

 （発行価額１株につき50,000円、発行総額１億円）

  ・2023年７月21日、第三者割当によるＡ種株式の発行により、1,651株の新株式を発行いたしました。

 （現物出資による払込。発行総額82,573千円)

  ・自己株式の種類及び株式数に関する事項については、該当事項はありません。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　該当事項はありません。

 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　該当事項はありません。

 

当事業年度（自　2023年９月１日　至　2024年８月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 7,900 － － 7,900

Ａ種株式 1,751 － － 1,751

合計 9,651 － － 9,651

（注） ・自己株式の種類及び株式数に関する事項については、該当事項はありません。

 

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。
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３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　該当事項はありません。

 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　該当事項はありません。

 

 

（キャッシュ・フロー計算書関係）

※１. 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前事業年度

（自　2022年10月６日
至　2023年８月31日）

当事業年度
（自　2023年９月１日
至　2024年８月31日）

現金及び預金勘定 381,781千円 238,283千円

現金及び現金同等物 381,781 238,283

 

 

　２. 重要な非資金取引の内容

 
前事業年度

（自　2022年10月６日
至　2023年８月31日）

当事業年度
（自　2023年９月１日
至　2024年８月31日）

ソフトウエアの現物出資 82,573千円 －千円
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　資金運用については、短期的な預金等を基本とし、安全性の高い資産に限定しており、資金調達について

は、銀行借入等は行っていません。また、デリバティブ取引については行っていません。

 

(2）金融商品の内容及びそのリスク

　売掛金は主に前橋市に対するものであり、かつ短期的に回収予定のものであります。未収入金は主に消費税

等の還付予定金額であります。未払金は営業上の取引による未払いであり、そのほとんどが１ヶ月以内の支払

期日であります。前受金は営業上の取引による前受であり、翌事業年度に売上として見込まれるものでありま

す。預り金は主にサービス提供に伴う前橋市からの一時的な預り金であり、短期間で決済されるものでありま

す。

 

(3）金融商品に係るリスク管理体制

　営業債務である未払金に係るリスクに関しては、資金繰実績を作成する等の方法により管理しております。

 

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　該当事項はありません。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

　預金、売掛金、未収入金、未払金、前受金、預り金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するこ

とから、記載を省略しております。

 

（注）金銭債権の決算日後の償還予定額

前事業年度（2023年８月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 381,781 － － －

未収入金 13,602 － － －

合計 395,384 － － －

 

当事業年度（2024年８月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 238,283 － － －

売掛金 5,623 － － －

未収入金 37,187 － － －

合計 281,094 － － －
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分

類しております。

 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

　　　　　　　　の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

　　　　　　　　に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

 

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ

属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 

(1）時価で貸借対照表に計上している金融商品

該当事項はありません。

 

(2）時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2023年８月31日）
 

当事業年度
（2024年８月31日）

繰延税金資産    

税務上の繰越欠損金（注） 19,925千円 23,403千円

繰延資産償却超過額 －  24,231

繰延税金資産小計 19,925  47,635

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注） △19,925  △23,403

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 －  △24,231

評価性引当額小計 △19,925  △47,635

繰延税金資産合計 －  －

繰延税金負債合計 －  －

繰延税金資産の純額 －  －

 

（注）税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

 

前事業年度(2023年８月31日)

      （単位：千円）

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超 合計

税務上の繰越欠損金（※1） － － － － － 19,925 19,925

評価性引当額 － － － － － △19,925 △19,925

繰延税金資産 － － － － － － －

（※１）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

 

当事業年度(2024年８月31日)

      （単位：千円）

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超 合計

税務上の繰越欠損金（※1） － － － － － 23,403 23,403

評価性引当額 － － － － － △23,403 △23,403

繰延税金資産 － － － － － － －

（※１）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

　　前事業年度及び当事業年度は税引前当期純損失であるため、差異原因の項目別の内訳の記載を省略しており

ます。
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（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　重要性に乏しいため記載を省略しております。

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　収益を理解するための基礎となる情報は、「注記事項（重要な会計方針）の２.収益及び費用の計上基

準」に記載のとおりです。

 

３．当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報

(1）契約負債の残高等

 

  （単位：千円）

 
前事業年度

（自2022年10月６日
至2023年８月31日）

当事業年度
（自2023年９月１日
至2024年８月31日）

顧客との契約から生じた債権（期首残高） － －

顧客との契約から生じた債権（期末残高） － 5,623

契約負債（期首残高） － 41,120

契約負債（期末残高） 41,120 220

 
　顧客との契約から生じた債権は、主に前橋市との業務委託契約に係る売掛金に関連するものであります。
貸借対照表上、顧客との契約から生じた債権は「売掛金」に計上しております。
　契約負債は、前橋市との業務委託契約に係る前受金に関連するものであります。契約負債の増減は、前受
金の受取による増加と収益認識による減少であります。当事業年度に認識した収益のうち、期首時点の契約
負債残高に含まれていたものは41,120千円であります。貸借対照表上、契約負債は「前受金」に計上してお
ります。

 

(2）残存履行義務に配分した取引価格

　前事業年度及び当事業年度においては契約期間が１年を超える取引はないため、残存履行義務に係る開示を

省略しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社は単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

前事業年度（自　2022年10月６日　至　2023年８月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　当社は単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　重要性に乏しいため記載を省略しております。

 

当事業年度（自　2023年９月１日　至　2024年８月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　当社は単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の名称 売上高 関連するセグメント名

前橋市 96,423 デジタル・サービス技術基盤

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度（自　2022年10月６日　至　2023年８月31日）

　該当事項はありません。

 

当事業年度（自　2023年９月１日　至　2024年８月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度（自　2022年10月６日　至　2023年８月31日）

　該当事項はありません。

 

当事業年度（自　2023年９月１日　至　2024年８月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

（ア）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

前事業年度（自　2022年10月６日　至　2023年８月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地

資本金
又は　
出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

主要株主 前橋市 群馬県前橋市 －
行政サービ

ス

被所有

直接18.14

前橋市電子

地域通貨事

業の業務受

託

前橋市電子

地域通貨事

業のアプリ

開発、事業

推進に係る

費用の前受

金（注１）

41,120 前受金 41,120

 

当事業年度（自　2023年９月１日　至　2024年８月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地

資本金
又は　
出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

主要株主 前橋市 群馬県前橋市 －
行政サービ

ス

被所有

直接18.14

デジタルＩ

Ｄ及びデジ

タル基盤を

活用したア

プリケー

ションサー

ビス開発・

事業推進に

係る取り組

み

前橋市電子

地域通貨事

業のアプリ

開発・事業

推進に係る

売上

（注１）

96,423 売掛金 3,623

前橋市デジ

タル田園都

市国家構想

交付金採択

補助事業の

アプリ開

発・事業推

進に係る補

助金

201,600 － －

主要株主

が自己の

計算にお

いて過半

数を保有

している

会社

myFinTech

株式会社
東京都港区 280,052

インター

ネット取引

のための認

証プラット

フォームの

構築及び運

営

－

アプリケー

ションサー

ビス管理・

運用業務の

委託

役員の兼任

アプリケー

ションサー

ビス管理・

運用業務に

係る費用

（注２）

77,956 未払金 39,598

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

１．主要株主である前橋市との業務委託の取引については、市場価格等を勘案し、両者の協議により合理的に

決定しております。

２．myFinTech株式会社より提示された金額を基礎として、その都度価格交渉の上、一般的取引と同様に決定し
ております。
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（イ）財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

前事業年度（自　2022年10月６日　至　2023年８月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地

資本金
又は　
出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員が議

決権の過

半数を所

有してい

る会社等

ジェイ・

ティー・

キュー株式

会社

東京都目黒区 20,000

空間ブラン

ディングプ

ロデュース

（イベン

ト・商空間

開発・地域

活性化事業

等）

なし

企業デザイ

ン及びHPデ

ザインの委

託

役員の兼任

企業デザイ

ン及びHPデ

ザインの委

託料の支払

（注）

13,914 － －

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

・ジェイ・ティー・キュー株式会社より提示された金額を基礎として、その都度価格交渉の上、一般的取引と同

様に決定しております。

 

当事業年度（自　2023年９月１日　至　2024年８月31日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
前事業年度

（自　2022年10月６日
至　2023年８月31日）

当事業年度
（自　2023年９月１日
至　2024年８月31日）

１株当たり純資産額 41,428.43円 29,878.00円

１株当たり当期純損失（△） △9,145.70円 △9,454.82円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

 

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2022年10月６日
至　2023年８月31日）

当事業年度
（自　2023年９月１日
至　2024年８月31日）

純資産の部の合計額（千円） 414,857 323,609

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 87,573 87,573

（うちＡ種株式の払込金額（千円）） （87,573） （87,573）

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 327,284 236,036

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普

通株式の数（株）
7,900 7,900

（注）Ａ種株式は、残余財産分配について普通株式より優先される株式であるため、１株当たり純資産額の算定にあた

     って、Ａ種株式に対して優先して配分される払込金額を純資産の部の合計額から控除しております。

 

３．１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2022年10月６日
至　2023年８月31日）

当事業年度
（自　2023年９月１日
至　2024年８月31日）

１株当たり当期純損失（△）   

当期純損失（△）（千円） △67,715 △91,248

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純損失（△）（千円） △67,715 △91,248

普通株式の期中平均株式数（株） 7,404 9,651

（うち普通株式（株）） （7,094） （7,900）

（うちＡ種株式（株）） （310） （1,751）

（注）１株当たり当期純損失の算定上、Ａ種株式はその株式の内容より「普通株式と同等の株式」として取り扱って

いることから、普通株式に含めて計算しております。
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（重要な後発事象）

重要な後発事象はありません。
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（５）【附属明細表】

【有価証券明細表】

該当事項はありません。

 

 

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額

(千円)

当期償却額
（千円）

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産        

建物 － 1,100 － 1,100 45 45 1,054

有形固定資産計 － 1,100 － 1,100 45 45 1,054

無形固定資産        

ソフトウエア 75,066 79,883 － 154,949 24,804 22,293 130,144

ソフトウエア仮勘定 － 302 － 302 － － 302

商標権 － 945 － 945 29 29 916

無形固定資産計 75,066 81,131 － 156,197 24,834 22,323 131,363

(注)１．建物の当期増加額は、賃貸建物の内装工事によるものであります。
２．ソフトウエアの当期増加額は、デジタルＩＤ関連のソフトウエア取得によるものであります。
３．商標権の当期増加額は、当社提供サービスの商標登録によるものであります。

 

 

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

 

【借入金等明細表】

該当事項はありません。

 

 

【引当金明細表】

該当事項はありません。

 

 

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。
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２【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

イ．現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 －

預金  

普通預金 238,283

小計 238,283

合計 238,283

 

ロ．売掛金

　　相手先別内訳

相手先 金額（千円）

前橋市 3,623

その他 2,000

合計 5,623

 

　　売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
(千円)

 
(Ａ)

当期発生高
(千円)

 
(Ｂ)

当期回収高
(千円)

 
(Ｃ)

当期末残高
(千円)

 
(Ｄ)

回収率(％)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)
　

 
滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２
(Ｂ)
366

　

－ 65,574 59,950 5,623 91.4 15.7

 

ハ．未収入金

区分 金額（千円）

消費税還付 36,647

その他 540

合計 37,187

 

 

②　負債の部

イ．未払金

相手先 金額（千円）

my FinTech株式会社 39,598

その他 14,682

合計 54,280

 

ロ．株主からの預り金

相手先 金額（千円）

前橋市 35,105

合計 35,105

 

 

３【その他】

　該当事項はありません。
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第５【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ９月１日から８月31日まで

定時株主総会 毎事業年度末日の翌日から３か月以内

基準日 毎年８月31日

株券の種類 株券不発行

剰余金の配当の基準日 毎年８月31日

１単元の株式数 ―

株式の名義書換え  

取扱場所 群馬県前橋市表町二丁目30番８号　AQERU６Ｆ　めぶくグラウンド株式会社

株主名簿管理人 ―

取次所 ―

名義書換手数料 ―

新券交付手数料 ―

単元未満株式の買取り  

取扱場所 ―

株主名簿管理人 ―

取次所 ―

買取手数料 ―

公告掲載方法

当社の公告は、電子公告により行う（https://www.mebukuba.jp）。ただ

し、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることが

できない場合には、官報に掲載する方法により行う。

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は上場会社ではないため、金融商品取引法第24条の７第１項の適用がありません。

 

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　事業年度（第１期）　（自　2022年10月６日　至　2023年８月31日）

　2023年11月29日関東財務局長に提出

(2）半期報告書

　事業年度（第２期中）（自　2023年９月１日　至　2024年２月29日）

　2024年５月30日関東財務局長に提出

(3）臨時報告書

　金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の規定に基づく

　報告書です。

　2024年８月29日関東財務局長に提出
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第二部【関係会社の情報】
　該当事項はありません。
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第三部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

2024年11月28日
 

めぶくグラウンド株式会社
 

 取締役会　御中  

 

城　南　監　査　法　人
東 京 都 渋 谷 区

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 山野井　俊　明

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 坂　口　洋　二

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているめぶくグラウンド株式会社の2023年9月1日から2024年8月31日までの第２期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、

重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、めぶくグラウンド株式会社の2024年8月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認

める。
 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準における当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当

監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人と

してのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手したと判断している。
 

その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報告書以外の情

報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責

任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人

はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検

討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか

注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、

その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作

成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企

業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ

とにある。
 

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別

に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性

があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応

した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明

の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、

リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制

を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積

りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査

証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性

が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査

報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注

記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査

人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業

は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸

表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した

内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項

について報告を行う。
 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
 

以　上
  

（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

めぶくグラウンド株式会社(E38190)

有価証券報告書（少額募集等）

49/49


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②ライツプランの内容
	③その他の新株予約権等の状況

	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）所有者別状況
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	５配当政策
	６従業員の状況
	７コーポレート・ガバナンスの状況等
	（１）コーポレート・ガバナンスの概要
	（２）役員の状況
	（３）監査の状況
	（４）役員の報酬等
	（５）株式の保有状況


	第２事業の状況
	１経営方針、経営環境及び対処すべき課題等
	２サステナビリティに関する考え方及び取組
	３事業等のリスク
	４経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４経理の状況
	１財務諸表
	（１）貸借対照表
	（２）損益計算書
	売上原価明細書

	（３）株主資本等変動計算書
	（４）キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報
	関連情報
	報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報
	報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報
	報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
	関連当事者情報

	（５）附属明細表
	有価証券明細表
	有形固定資産等明細表
	社債明細表
	借入金等明細表
	引当金明細表
	資産除去債務明細表


	２主な資産及び負債の内容
	３その他

	第５提出会社の株式事務の概要
	第６提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部関係会社の情報
	第三部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

